
令和８年７月１７日 

茨城県農業共済組合連合会 

 

 

茨城県西農業共済組合における行政処分に係る第三者委員会の調査報告について 

 

茨城県農業共済組合連合会（以下「本会」という。）が保険関係を結んでいる茨城県西農

業共済組合（以下「県西組合」という。）において、令和６年に発覚した県西組合職員らに

よる建物共済に係る保険金詐取などの事件の発覚を契機として、令和７年７月３０日に監

督行政庁である茨城県から県西組合に対して農業保険法第２１０条に基づく必要措置命令

が発出され、同命令に基づき弁護士等により構成される公平公正な第三者委員会を設置し

て同保険金詐取等事件及びこれと類似する県西組合内部の不祥案件について調査が行われ

ました。 

 今般、第三者委員会が調査報告書を取りまとめ、本会においてもこれを受領するとともに、

県西組合においても内容が公表されました（県西組合 HPを参照）。 

 

調査報告書では組合の解散又は他の農業共済団体との合併を含めた執行体制の抜本的な

変更が不可欠とされたほか、それまでの間の業務の適正化等のため、全役員の速やかな退任

が提言されているとともに、現役員による連帯した損害賠償、県に対する虚偽報告など非常

に厳しい内容の提言が行われております。また、本会に対しましても保険金支払に対する審

査の不十分さが指摘されるとともに、今後の状況次第で組合による建物共済事業等の実施

自体の存否に関する検討も行うよう求められております。 

 

本会では、一連の不正請求の被害者として、また保険者としてこの調査報告書の内容を厳

正に受け止め、農林水産省や組合の監督行政庁である茨城県とともに監視・協力を強化し県

西組合の運営の早期の健全化を図るとともに、合併を含めた組織体制の抜本的な見直しを

含め県内農業共済事業の適正な運営と信頼回復に向け、一層の取組みを行って参ります。 
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